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システム運用サービスの課題

筆者が所属しているシステムマネジメント

事業本部は、開発部門を通じて顧客にシステ

ム運用サービスを提供する部署である。シス

テム運用サービスは、データセンターに置か

れた顧客システムの安定稼働のための要石で

ある。しかし、われわれシステム運用部門は

組織上、顧客と直接コンタクトを取りながら

業務を行っているわけではない。そのため、

現状のサービス水準を守ることに注意を奪わ

れ、「顧客指向のサービス」という発想が弱く

なりがちな点が課題であった。

その一方で、情報システムが企業のビジネ

スに不可欠であるだけでなく、社会インフラ

としての役割の重要性も高まるにしたがって、

システム運用に対する要件も高度化、複雑化

している。これに応じてシステム運用に関わ

る組織的な複雑さも増しているため、システ

ム運用部門では、複数の事業部が連携して提

供しているサービスを正確にモニタリングし

たりマネジメントしたりすることを求められ

ている。

NRIのデータセンターでも、こうしたシス

テム運用サービスの課題を解決することが懸

案となっていた。

カバー範囲が広いITSMS

NRIの開発部門と運用部門は、それぞれISO

9000準拠のQMS（品質マネジメントシステ

ム）、ISO 27000準拠のISMS（情報セキュリ

ティマネジメントシステム）の認証をすでに

取得しており、両システムを広く活用してい

る。しかし、データセンター全体としての

「運用の継続性」や「サービス提供」を考えた

場合、QMSとISMSだけでは十分ではない。

ITサービスのマネジメントではユーザーとの

SLA（サービスレベル契約）やOLA（運用レ

ベル契約）を重視するが、これを履行するた

めに必要なマネジメントの範囲は、QMSと

ISMSではカバーできないのである。

一方、ITIL（ITサービスのガイドラインま

たはフレームワークのベストプラクティス集）

をベースに制定されたITサービスマネジメン

トの国際規格であるISO 20000は、QMSおよ

びISMSの範囲に加え、SLAやOLAも「顧客

関係管理」および「供給者管理」というプロ

セスでカバーしている。また、複数の部門間

で連携する組織の内部コミュニケーションに

ついても規定した幅広い枠組みを持っている。

ITSMS構築のポイント
―運用現場を主役とした活動がマネジメントを変える―

ITサービスマネジメントシステム（ITSMS）を構築する企業が増えてきているが、システム

運用現場の課題を十分に整理しておかないと、業務実態とかけ離れたシステムが出来上がって

しまうおそれもある。本稿では、“使える”マネジメントシステムを目指してデータセンターに

おけるシステム運用のITSMSを構築した野村総合研究所（以下、NRI）の事例を紹介する。

特　集　［データセンターにおけるITサービスマネジメント］
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このような背景と問題意識から、NRIでは

2008年の初めからデータセンターにおけるシ

ステム運用サービスの改善を目指して、ISO

20000に準拠したITSMSの構築をスタートさ

せた（図 1参照）。

事前検討で運用現場の課題を整理

まず初めに、ITSMSの構築は若手社員など

の業務設計能力を向上させる手段としても最

適であるという判断から、各事業部のITILマ

ネージャーなどの若手・中堅社員で構成され

た委員会を作り事前検討を行った。委員会で

は、ISO 20000と各業務とのフィットアンド

ギャップ分析（適合するかどうかの分析）を

行った。また、ISO 20000の規格書に基づい

て、ITILなどのフレームワークを用いながら

ITSMSの業務マニュアルの作成も行った。

これらの委員会活動を通じて、各事業部の

機能やサービスの範囲をITSMSの観点から再

確認することができた。特に、マネジメント

の対象となるサービスに関して

は、データセンターのシステム運

用サービスとして体系化されてお

らず、各事業部単位で開発部門と

個々にSLAを締結していることが

事前調査の段階で確認できた。ま

た、データセンターの施設・設備

に関わるサービスの定義は、従来

のサービス契約では明文化されて

いないことも明らかになった。

このような事前検討を通じて、ITSMS構築

における課題を整理していった。

導入段階で運用現場から不満の声

若手社員を中心とした委員会の活動が進み、

いよいよITSMSを本格的に構築しようという

段階になると、現場の各事業部門から不満が

寄せられるようになった。

委員会が作成したITSMSの業務マニュアル

を見た運用担当者やマネージャーが、ITSMS

の要求水準の高さや管理範囲の広さが、業務

やマネジメントの負担の増大を招き、業務に

悪影響が出るという懸念を持ったのである。

運用担当者からは、「QMSやISMSでマネジメ

ントができているのに、なぜその上にITSMS

を導入する必要があるのか」といった不満や、

「ISOなどの規格を導入すればマネジメント水

準は上がるのだろうが、運用現場の負担は増

すのではないか」といった実務上の本音も見

え隠れしていた。
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野村総合研究所
システムマネジメント事業本部
運用品質推進室
主任

五十嵐智生（いがらしともお）
専門はマネジメントシステムの設計、
構築、維持管理、運用サービス支援

図１　ITSMSと既存規格との関係 
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推進側では、準備の段階で各委員が導入の

目的や意義について自分の事業部内で説明し

ているので、運用担当者も理解してくれてい

ると思っていたが、新たな規格やマネジメン

トシステムの導入に対する運用現場の反発は

予想以上のものがあった。これは、委員会活

動の限界を示すものと思われた。マネジメン

トシステムの構築には、システム自体の準備

のほかに、いかにして運用担当者を“当事者”

として巻き込むかということが、あらためて

課題として浮かび上がったのである。

運用現場に役立つシステムを実現

運用担当者を当事者として巻き込むため、そ

れまでの委員会の体制を、ITSMSの体制に実

際に組み入れられることになるメンバーによ

るプロジェクトチームに移行し、より責任を

明確にした体制でITSMSの構築を引き続き推

進することにした（図 2参照）。

この方法であれば、ITSMS構築プロジェク

トに参加したメンバーがそのままマネジメン

トの権限を持つことになるため、必然的に当

事者によるITSMS構築の取り組みが実現する。

複数の部門の部長、マネージャー、リーダ

ーらが、本来の業務を続けながらITSMSの構

築に参加することになるため、負担が大きく

現実的でないという声もあったが、「ITSMS

はそもそもマネジメントを行う者に役立つた

めのシステムである」という事業本部長の支

持も得て、組織が一丸となって取り組む体制

が出来上がった。

運用現場側からは、「せっかくITSMSを構

築するのであれば、業務ツールとして使える

マネジメントシステムにしたい」という声が

推進側に寄せられた。また、運用現場には規

格の要求水準や適用範囲の広さに適切に対応

することが求められる。そのため、推進側と

運用現場側の双方の約束事として以下の取り

特　集特　集

図２　ITSMSの推進体制 
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決めをした。

①規格に振り回されない

ISO 20000の要求事項を満たすことを目的

とした業務の追加、日常業務とかけ離れた業

務の定義をしない。

②規格を改善に生かす

ISO 20000の要求事項で良いと思われるも

のは積極的に取り入れる。現行の業務改善に

つながるものは必ず採用する。

③業務と規格の適合状況を明確にする

業務と規格とを照らし合わせて、何ができ

ていて何ができていないかをはっきりさせる。

④業務の実現は急がず慌てず

規格の要求を満たしていない業務に関して

は、最低限の対応はできる状態にする。その

ためのスケジュールと方法については計画書

に記し実行を宣言する。

ITSMS構築の取り組みで得られたもの

ITSMS構築の取り組みは、NRIの 5つのデ

ータセンターのうち、主力センターと位置づ

けられる横浜第一データセンターと横浜第二

データセンターの 2カ所からスタートし、現

在は他のセンターでも同様の取り組みが行わ

れている。

ITSMS構築の取り組みの最大の成果は、“い

まの水準を維持すればよい”という意識から、

“サービス品質を継続的に改善していこう”と

いう意識に変わってきたことではないかと考

えている。また、SLAおよびOLAの管理を従

来の担当者レベルでなく部として行う方式に

改めたことにより、サービス水準を網羅的に

管理できるようになったことも大きい。

これらの成果はITSMSの目的からは当然と

も言えるものだが、このほかにも、以下のよ

うな効果が得られたことを特記しておきたい。

1つは、組織の透明性が高まったことであ

る。各事業部の活動が有効に機能しているか、

十分な水準を保っているか、問題に対して有

効に対処できているかなど、各事業部が行っ

ている活動の実態が以前に比べて透明性を増

した。これは、組織全体のマネジメント水準

の向上につながっている。

もう 1つは、水平連携が強化されたことで

ある。従来は案件単位で行われていた部門間

の連携が、事業部同士の水平連携として組織

的に行われるようになった。垂直統合の事業

部制の縦軸に対して、ITSMSは水平統合の横

軸の役割を担うことになる。これは組織全体

の活動の活性化をもたらした。

サービス指向のシステム運用へ

ITSMSの構築により、データセンターのシ

ステム運用サービスをより安定したものにす

ることができた。今後はクラウドコンピュー

ティングのようにサービスとしてシステムを

利用するニーズがさらに高まっていくことが

予想される。ITSMSを活用したサービス指向

のシステム運用により、これらのニーズにも

的確に応えていけるものと確信している。■
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